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連 結 注 記 表

【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注
記等】

　

　1. 連結の範囲に関する事項

　 (1) 連結子会社名

㈱南陽レンテック

㈱南陽重車輌

浜村ユアツ㈲

共栄通信工業㈱

㈱戸髙製作所

南央国際貿易（上海）有限公司

㈱共立砕石所

　㈱南陽クリエイトは、平成29年３月に清算結了したため連

結の範囲から除外しております。

　また、平成29年３月の㈱戸髙製作所の株式取得に伴い、当

連結会計年度より同社を連結の範囲に含めております。

　なお、みなし取得日を当連結会計年度末としているため、

当連結会計年度は貸借対照表のみ連結しております。

　 (2) 非連結子会社名

NANYO ENGINEERING（MALAYSIA）SDN.BHD.

(連結の範囲から除いた理由)

　非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売上高、当期

純損益及び利益剰余金はいずれも連結計算書類に重要な影響

を与えていないためであります。

　また、大連老虎重工販売有限公司は、平成29年３月に清算

結了しております。
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　2. 持分法の適用に関する事項

　 (1) 持分法を適用した非連結子会社名及び関連会社名

建南和股份有限公司

　 (2) 持分法を適用していない非連結子会社名及び関連会社名

NANYO ENGINEERING（MALAYSIA）SDN.BHD.

(持分法を適用していない理由)

　持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持

分法の適用から除外しております。

　また、大連老虎重工販売有限公司は、平成29年３月に清算

結了しております。

　 (3) 持分法適用会社の事業年度等に関する事項

　持分法適用会社の決算日が連結決算日と異なっておりますが、持分法適用会

社の事業年度に係る計算書類を使用しております。

　3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、浜村ユアツ㈲、南央国際貿易（上海）有限公司及び㈱共立

砕石所の決算日は、12月31日であります。

　連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　また、㈱戸髙製作所の決算日は６月30日でありますが、連結決算日に実施した

仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

　その他の連結子会社の決算日は、３月31日であります。

　4. 会計方針に関する事項

　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

　 その他有価証券

　 ａ時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

　 ｂ時価のないもの

　 移動平均法による原価法
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　 ② デリバティブ

　 時価法

　 ③ たな卸資産

　 Ａ 商品

　 ａ建設機械本体

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定しております。）

　 ｂその他の商品

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定しております。）

　 Ｂ 仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定しております。）

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

　貸与資産及び建物については定額法、その他の有形固定資産については定

率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

貸 与 資 産 ２年～９年

建 物 及 び 構 築 物 ２年～50年

機械装置及び運搬具 ２年～12年

　 ② リース資産

　 ａ所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しており

ます。

　 ｂ所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。
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　 (3) 重要な繰延資産の処理方法

　開発費は５年間による均等償却を行っております。

　 (4) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

　 ③ 役員賞与引当金

　取締役に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度における支給見

込額を計上しております。

　 ④ 役員退職慰労引当金

　当社及び連結子会社２社は取締役の退職慰労金の支給に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計上しております。

　 ⑤ 跡地修復引当金

　将来の採石権の消滅に伴って、採石跡地の原状回復に要する費用の支出に

備えるため、当連結会計年度末における跡地修復費用の負担額を見積り計上

しております。

　 (5) 退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社２社は退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便

法を適用しております。
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　 (6) 重要なヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の適用要件を満たして

いる為替予約については、振当処理によっております。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

　a ヘッジ手段

デリバティブ取引（為替予約取引）

　b ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

　 ③ ヘッジ方針

　主として、外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引に係る為替変動リス

クの軽減を目的としております。

　 ④ ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認することにより行っておりま

す。ただし、振当処理の要件を満たしている為替予約については、有効性

の評価を省略しております。

　 (7) 収益及び費用の計上基準

　 ① 割賦販売取引の会計処理

　商品の引渡し時に販売価額及び割賦受取利息の総額を売上高に計上してお

ります。

　なお、賦払期間が２年以上の割賦販売取引については、回収期日未到来の

割賦債権に対応する割賦未実現利益を繰延処理しております。

　 ② ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

　 (8) のれんの償却方法及び償却期間

　５年間の定額法により償却しております。

　 (9) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　 消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

　なお、割賦販売取引に係る仮受消費税等のうち、割賦債権の回収期日未到

来分に対応する金額は繰延処理をし、「仮受消費税等」に計上しております。
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【表示方法の変更】
（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりま

した「為替差損」（前連結会計年度４百万円）は重要性が増したため、当連結会計

年度より区分掲記しております。

　

【追加情報】
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号平

成28年３月28日)を当連結会計年度から適用しております。
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【連結貸借対照表に関する注記】
　

　1. 担保に供している資産は次のとおりであります。

建 物 33百万円

土 地 177百万円

投 資 有 価 証 券 26百万円

計 237百万円
　

　 上記に対応する債務は次のとおりであります。

短 期 借 入 金 566百万円

１年内返済予定の長期借入金 497百万円

長 期 借 入 金 445百万円

計 1,509百万円
　

2. 有形固定資産の減価償却累計額 10,661百万円

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

　3. 保証債務

(1) 当社が商品を販売したリース会社に対して、リース会社の有する債権につい

て保証をしております。

12百万円

(2) 取引先に対する建設機械等の買取保証をしております。

30百万円

4. 受取手形裏書譲渡高 1百万円
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【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
　

　1. 発行済株式の種類及び総数

発行済株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 6,615,070株 6,615,070株
　

　2. 自己株式の種類及び数

自己株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 247,215株 247,275株

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加60株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　3. 配当に関する事項

　 (1) 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 159 25 平成28年３月31日 平成28年６月27日

平成28年11月８日
取 締 役 会

普通株式 95 15 平成28年９月30日 平成28年12月５日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

　平成29年６月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関す

る事項を次のとおり提案しております。

(イ) 配当金の総額……………………………… 241百万円

(ロ) １株当たり配当額…………………………………… 38円

(ハ) 基準日………………………………… 平成29年３月31日

(ニ) 効力発生日…………………………… 平成29年６月28日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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【金融商品に関する注記】
　

　1. 金融商品の状況に関する事項

　 (1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、事業資金に関して長期・短期のバランスを考慮して金融機

関からの借入金等により調達しております。デリバティブ取引は、外貨建営業

債権債務の為替変動リスクを回避する目的で行っており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。なお、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用

しております。

　 (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権並びに賃貸料等未収入金、

取引先企業等に対する短期及び長期貸付金は顧客の信用リスクに晒されており

ます。受取手形及び売掛金のうち一部は、割賦販売取引等回収が長期にわたる

ものであり、経済情勢の悪化等により回収に疑義が生じる可能性があります。

当該リスクに関しては、各事業本部が与信管理規程に従い、主要取引先の状況

を定期的にモニタリングし、取引先毎に回収状況及び残高管理を行うとともに、

必要に応じて取引先の信用状況を把握することにより回収懸念の軽減をはかっ

ております。また、海外取引のうち一部については外貨建のため為替変動リス

クに晒されておりますが、金額の重要性等に応じて先物為替予約を利用してヘ

ッジしております。投資有価証券は、主として取引先との業務又は資本提携等

に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、定期的に時価等を把握し内容に関して取締役会等に報告してお

ります。
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　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。ま

た、海外取引のうち一部については外貨建のため為替変動リスクに晒されてお

りますが、営業債権と同様に先物為替予約を利用してヘッジしております。

　短期借入金・長期借入金・リース債務は主に事業資金として調達しており、

変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、資金調達時に

は、金利の変動動向の確認を行うとともに取締役会等に報告しております。

　デリバティブ取引の取組・実行に関しては、リスク管理体制を構築しており、

デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の

高い金融機関とのみ取引を行っております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ

手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等につきましては、

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「４. 会計

方針に関する事項(6) 重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

　また、営業債務・借入金・リース債務は流動性リスクに晒されておりますが、

各社において月次単位で資金繰計画を作成するなどの方法により流動性リスク

を管理しております。

　 (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価格が含まれております。当該価格の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価格が変動することがあります。
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　2. 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日（連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難

と認められるものは、次表には含まれておりません。((注）2.参照。）
(単位：百万円)

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

(1) 現金及び預金 5,753 5,753 ―

(2) 受取手形及び売掛金、
電子記録債権並びに
賃貸料等未収入金

12,400

　 貸倒引当金（※1） △238

12,161 12,163 2

(3) 投資有価証券 1,332 1,332 ―

(4) 長期貸付金 2 2 0

資産計 19,249 19,251 2

(1) 支払手形及び買掛金 8,984 8,984 ―

(2) 短期借入金 1,236 1,236 ―

(3) リース債務 1,570 1,575 5

(4) 未払法人税等 220 220 ―

(5) 長期借入金 1,228 1,229 1

負債計 13,239 13,245 6

デリバティブ取引（※2） （1） （1） ―
　

(※1) 受取手形及び売掛金、電子記録債権並びに賃貸料等未収入金に計上している貸倒引当金を
控除しております。

(※2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の
債務となる項目については（ ）で示しております。
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(注) 1. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
　 資産
　 (1) 現金及び預金

預金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。

　 (2) 受取手形及び売掛金、電子記録債権並びに賃貸料等未収入金
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期日までの期間
及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。

　 (3) 投資有価証券
投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は約定さ
れている将来キャッシュ・フローを割り引いた現在価値によっております。なお、
投資有価証券は全てその他有価証券として保有しており、その連結貸借対照表計上
額と取得原価との差額は以下のとおりです。

(単位：百万円)

連結貸借対照表
計 上 額

取得原価 差 額

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

①株式 1,231 357 873

②債券

　 国債・地方債等 ― ― ―

　 社債 ― ― ―

　 その他 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 1,231 357 873

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

①株式 97 101 △4

②債券

　 国債・地方債等 3 3 ―

　 社債 ― ― ―

　 その他 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 101 105 △4

合 計 1,332 463 869

　
　 (4) 長期貸付金

長期貸付金の時価については、一定の期間ごとに区分した契約ごとにその将来キャ
ッシュ・フローを適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在
価値によっております。
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　 負債
　 (1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金並びに (4) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。

　 (3) リース債務及び (5) 長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリース取引を
行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
なお、１年内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めて表示しております。
また、リース債務には、固定負債のその他に含めている１年超支払予定のリース債
務を含めて表示しております。

　 デリバティブ取引

　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(単位：百万円)

ヘッジ会計の方法 取引の種類等 主なヘッジ対象 契約額等
契約額等
のうち
１年超

時価

原則的処理方法

為替予約取引

売建
米ドル

買建
米ドル

売掛金

買掛金

2

33

―

―

0

△1

為替予約等の振当処理

為替予約取引

売建
米ドル

買建
米ドル

売掛金

買掛金

0

22

―

―

(※2)

(※2)

合 計 58 ― △1

(※1) 時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
(※2) 為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金及び買掛金と一体とし

て処理されているため、その時価は当該売掛金及び買掛金の時価に含めて記載しておりま
す。

(注) 2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：百万円)

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 405

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる
ことから「(3) 投資有価証券」には含めておりません。
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(注) 3. 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
(単位：百万円)

１年以内
１ 年 超
５年以内

５ 年 超
10年以内

10年超

現金及び預金 5,753 ― ― ―

受取手形及び売掛金、電子記録債
権並びに賃貸料等未収入金

10,932 1,460 6 ―

投資有価証券

その他有価証券のうち満期があ
るもの

債券（国債・地方債等) ― 3 ― ―

長期貸付金 1 1 ― ―

(注) 4. 長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額
(単位：百万円)

１年以内
１ 年 超
２年以内

２ 年 超
３年以内

３ 年 超
４年以内

４ 年 超
５年以内

５年超

リース債務 1,564 3 0 0 0 0

長期借入金 631 449 144 3 ― ―
　

(注) 貸与資産の取得に係るリース債務については、正常営業循環基準に基づき全て
流動負債に記載しております。

【賃貸等不動産に関する注記】
　

　賃貸等不動産の時価及び含み損益が連結貸借対照表に占める割合が低く、かつ、重

要性が乏しいため記載を省略しております。

　

【１株当たり情報に関する注記】
　

1. １株当たり純資産額 2,314円73銭

2. １株当たり当期純利益 209円98銭
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【企業結合に関する注記】

　取得による企業結合

　１. 企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 株式会社戸髙製作所

事業の内容
精密加工部品、ＦＡメカトロニクス及び船舶関
連機器の製造販売

(2) 企業結合を行った主な理由

株式会社戸髙製作所は、精密加工部品、ＦＡメカトロニクス及び船舶関連機

器を製造販売しており、設計、電気、制御、ソフト設計から組立・加工まで一

貫対応できるメーカーであります。今回の株式取得により、南陽グループの営

業力と同社の技術力を融合させることで、より幅広い分野においてシナジー効

果を創出できると判断いたしました。

(3) 企業結合日

平成29年３月１日（株式取得日）

平成29年３月31日（みなし取得日）

(4) 企業結合の法的形式

株式取得

(5) 結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

100.0％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価として株式を取得したことによります。

　２. 当連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

当連結会計年度末日をみなし取得日とし、貸借対照表のみを連結しているため、

被取得企業の業績は含まれておりません。
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　３. 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 現金 352百万円

取得原価 352百万円

　４. 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等 53百万円

　５. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

92百万円

(2) 発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであ

ります。

(3) 償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

　６. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 478百万円

固定資産 156百万円

資産合計 634百万円

流動負債 318百万円

固定負債 56百万円

負債合計 375百万円
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７. 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計

年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

売上高 750百万円

営業利益 17百万円

経常利益 27百万円

税金等調整前当期純利益 26百万円

親会社株主に帰属する
当期純利益

17百万円

１株当たり当期純利益 ２円68銭

（概算額の算定方法）

企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定して算定された売上

高及び損益情報と取得企業の連結損益計算書における売上高及び損益情報との

差額を、影響の概算額としております。

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
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個 別 注 記 表

【重要な会計方針】
　

　1. 有価証券の評価基準及び評価方法

　 (1) 子会社株式及び関連会社株式

　 移動平均法による原価法

　 (2) その他有価証券

　 ① 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

　 ② 時価のないもの

移動平均法による原価法

　2. デリバティブの評価基準及び評価方法

　 時価法

　3. たな卸資産の評価基準及び評価方法

　 (1) 商品

　 ① 建設機械本体

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定しております。）

　 ② その他の商品

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定しております。）

　 (2) 貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定しております。）
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　4. 固定資産の減価償却の方法

　 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　貸与資産及び建物については定額法、その他の有形固定資産については定率

法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

貸 与 資 産 ２年～９年

建 物 ２年～50年

構 築 物 ８年～20年

　 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期

間（５年）による定額法によっております。

　 (3) リース資産

　 ① 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しており

ます。

　 ② 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

　5. 引当金の計上基準

　 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

　 (2) 賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金

　取締役に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額を

計上しております。
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　 (4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づ

き計上しております。

　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　 (5) 役員退職慰労引当金

　取締役の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

　6. 重要なヘッジ会計の方法

　 (1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の適用要件を満たしてい

る為替予約については、振当処理によっております。

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　① ヘッジ手段

デリバティブ取引（為替予約取引）

　② ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

　 (3) ヘッジ方針

主として、外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引に係る為替変動リスクの

軽減を目的としております。

　 (4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認することにより行っております。

ただし、振当処理の要件を満たしている為替予約については、有効性の評価を

省略しております。

　7. 収益及び費用の計上基準

　 (1) 割賦販売取引の会計処理

　商品の引渡し時に販売価額及び割賦受取利息の総額を売上高に計上しており

ます。

　なお、賦払期間が２年以上の割賦販売取引については、回収期日未到来の割

賦債権に対応する割賦未実現利益を繰延処理しております。

　 (2) ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
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　8. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

　なお、割賦販売取引に係る仮受消費税等のうち、割賦債権の回収期日未到来

分に対応する金額は繰延処理をし、「仮受消費税等」に計上しております。

　

【追加情報】
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号平

成28年３月28日)を当事業年度から適用しております。
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【貸借対照表に関する注記】
　

　1. 担保に供している資産は次のとおりであります。

建 物 14百万円

土 地 91百万円

投 資 有 価 証 券 26百万円

計 132百万円
　

　 上記に対応する債務は次のとおりであります。

短 期 借 入 金 380百万円

１年内返済予定の長期借入金 459百万円

長 期 借 入 金 400百万円

計 1,240百万円
　

2. 有形固定資産の減価償却累計額 364百万円

　3. 保証債務

(1) 関係会社のリース会社等との営業取引に対し、次のとおり債務保証を行って

おります。

㈱ 南 陽 レ ン テ ッ ク 684百万円

共 栄 通 信 工 業 ㈱ 24百万円

(2) 当社が商品を販売したリース会社に対して、リース会社の有する債権につい

て保証をしております。

　 12百万円

(3) 取引先に対する建設機械等の買取保証をしております。

　 30百万円

　4. 関係会社に対する金銭債権及び債務

　 短期金銭債権 4,920百万円

　 短期金銭債務 19百万円
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【損益計算書に関する注記】
　

　 関係会社との取引高

　 営業取引による取引高

売 上 高 1,337百万円

仕 入 高 等 325百万円

営業取引以外の取引による取引高 245百万円

【株主資本等変動計算書に関する注記】
　

　 自己株式の種類及び数

自己株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 247,215株 247,275株

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加60株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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【税効果会計に関する注記】
　

　1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

　 貸倒引当金 108百万円

　 退職給付引当金 98百万円

　 賞与引当金 70百万円

　 関係会社株式 31百万円

　 役員退職慰労引当金 27百万円

　 その他 31百万円

繰延税金資産小計 369百万円

評価性引当額 △96百万円

繰延税金資産合計 272百万円

（繰延税金負債）

　 その他有価証券評価差額金 △264百万円

　 固定資産圧縮積立金 △13百万円

繰延税金負債合計 △278百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △5百万円
　

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった

主な項目別の内訳

法定実効税率 30.7％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.2

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.7

　 住民税均等割 1.5

　 評価性引当額の減少 △5.9

　 その他 △0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.9％
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【関連当事者との取引に関する注記】
　

関連会社等
(単位：百万円)

　

種 類
会社等の
名称又は

氏名
所在地

資本金
又は
出資金

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有(被所有)
の割合(%)

関連当事者
との関係

取引の
内 容

取引
金額

科 目
期末
残高

子会社 ㈱南陽レ
ンテック

福岡市
博多区

50 建設機
械事業

所有
直接100.0

資 金 の
援助

資金の
回収
(注1)

620 短期貸
付金

3,299

役 員 の
兼任

債務保
証
(注2)

684 ― ―

子会社 NANYO

ENGINEERING

（MALAYSIA）

SDN.BHD.

マレー
シア

50万リン

ギット

産業機
器事業

所有
直接100.0

資 金 の
援助

資金の
貸付
(注3)

240 短期貸
付金

250

役 員 の
兼任

　

　取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１) 資金の貸付については、市場金利等を勘案して合理的に条件を決定して

おります。なお、担保は受け入れておりません。

(注２) リース会社との営業取引に対し、債務保証を行っております。

(注３) 短期貸付金等の金銭債権に対し、債務超過相当額（24百万円）の貸倒引

当金を計上しており、当事業年度においては９百万円の貸倒引当金戻入

額を計上しております。なお、経営基盤の強化をはかるため、無利子と

しております。

(注４) 上記以外の子会社への貸倒懸念債権に対し、貸倒引当金129百万円を計上

しております。また、当事業年度において34百万円の貸倒引当金戻入額

を計上しております。
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【１株当たり情報に関する注記】
　

1. １株当たり純資産額 1,811円07銭

2. １株当たり当期純利益 109円61銭
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